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『包括的な人権施策の積極的な推進及び差別の解消に向
けた取組に関する請願』 
 

誰もが個人として尊重され、差別のない社会を実現す 
ることは、日本国憲法が掲げる基本的人権の本旨である。
 国においては「差別解消三法」をはじめ、「性的指向
及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民
の理解の増進に関する法律」や「困難な問題を抱える女
性への支援に関する法律」などが順次施行され、それぞ
れの法律に基づき、各個別の人権課題の解消に向けた取
組が行われている。 
 しかしながら、障がい者に対する差別や偏見、外国人
に対するヘイトスピーチ、現在も存在する部落差別、女
性に対するハラスメントなど、属性を理由とした人権侵
害は後を絶たず、多様化している。さらに、デジタル社
会の進展に伴い、インターネットやＳＮＳ上でのプライ
バシー侵害、誹謗中傷、名誉毀損、差別的な書き込みな
どが増加しており、社会問題化している 。 
 ついては、全ての県民が個人として尊重され、自分ら
しく生きられる社会を実現するため、次の項目について
請願する。 

①人権尊重の社会づくりに向けた施策の推進 
②人権課題への理解を深める教育・啓発の充実 
③デジタル社会に対応した情報リテラシーの向上 
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